
 

 

サイエンスボランティア支援事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、公益財団法人ひょうご科学技術協会（以下「協会」という。）定款

第４条第１項（３）の規定に基づいて実施するサイエンスボランティア支援事業につい

て、必要な事項を定めるものとする。 

 

（趣旨） 

第２条 この事業は、自然科学系の教育者や研究者等が行う、青少年の科学に対する興味

・関心を高めるボランティア活動を支援し、その活動費用の全部又は一部を助成しよう

とするものである。 

 

（助成対象） 

第３条 対象となる事業、経費、対象者は、次のとおりとする。 

（１）事業 

次の①または②の事業で、ボランティア活動として行う事業（学校行事や授

業、クラブ活動の一環として行うものや、利潤を追求するものは対象外） 

① 県内の学校や企業、地域などにおいて、主として小学校高学年から中学

生を対象として行う科学実験や工作教室、体験学習、自然観察などの事業 

② 県内の小学校・中学校で理科教育を行う者に対して、科学実験、自然観

察、教材製作等について指導・助言を行う事業 

（２）経費 

    事業に直接必要な経費のうち次に掲げるものとする。 

    ア  旅費交通費     エ 印刷製本費       キ その他必要と認められる経費 

    イ  通信運搬費       オ 借料、損料            

    ウ  消耗品費         カ 謝金            

（３）対象者 

  兵庫県内に在住または勤務する、学校や企業の自然科学系の教育者や研究者等を代表

とするグループまたは個人（退職された方を含む。）   

 

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、前条第２号に規定する経費の合計額とし、１件につき２０万円を

限度とする。 

 

（交付申請） 

第５条 助成金の交付を希望する者は、サイエンスボランティア支援事業助成金交付申請

書（様式１）（以下「申請書」という。）を協会理事長（以下「理事長」という。）に

提出するものとする。 

   

（交付決定） 

第６条 理事長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたと

きは予算の範囲内で交付すべき者（以下「助成対象者」という。）を決定し、サイエン

スボランティア支援事業助成金交付決定通知書（様式２）（以下「決定通知書」という。）

により通知するものとし、適当と認められなかった者についてもその旨を通知するもの

とする。 

 

（実績の報告） 

第７条 助成対象者は、事業終了後１カ月以内または当該年度終了後の４月１０日までの

いずれか早い期日までに、サイエンスボランティア支援事業実績報告書（様式３）（以

下「実績報告書」という。）により報告しなければならない。 



 

 

 

（助成金の確定） 

第８条 理事長は、決定通知書及び実績報告書の内容及びその条件などを比較審査し、助

成金の額を確定し、サイエンスボランティア支援事業助成金確定通知書（様式４）によ

り通知するものとする。 

２ 理事長は、確定した助成金の額が、第６条の規定により助成対象者に通知された金額

と同額であるときは、前項の規定による通知を省略することができる。 

 

（助成金の請求及び支払い） 

第９条 理事長は、前条第１項の額の確定を行ったのち、助成対象者から提出されるサイ

エンスボランティア支援事業助成金請求書（様式５）（以下「請求書」という。）によ

り助成金を支払う。 

２ 理事長は、必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず概算払いをすること

ができるものとする。 

３ 理事長は、請求書を受理した場合は、遅滞なく助成金を支払うものとする。 

  

（事業の中止） 

第１０条 助成対象者はやむを得ない事情により事業を中止する場合は、サイエンスボラ

ンティア支援事業中止承認申請書（様式６）を理事長に提出しなければならない。 

２ 理事長は、前項の規定により助成対象者からの事業の中止承認申請があったときは、

承認する旨をサイエンスボランティア支援事業中止承認通知書兼助成金返還請求書（様

式７）により通知するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第１１条 理事長は、助成対象者が決定通知書の内容又はそれに基づく理事長の指示に従

わないときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 理事長は、前項の取消しの決定を行った場合には、その旨をサイエンスボランティア

支援事業（一部）取消通知書兼助成金返還請求書（様式８）により助成対象者に通知す

るものとする。 

 

（助成金の返還） 

第１２条 理事長は、第９条第２項の規定により概算で助成金を支払った場合において、

その額が第８条の規定により確定した額を超えるときは、サイエンスボランティア支援

事業助成金返還請求書（様式９）に基づきその返還を求めるものとする。 

２ 理事長は、第１０条第２項の中止承認及び前条第２項の取消しの決定を行った場合に

おいて、第９条第２項の規定により概算で助成金を支払っているときは、返還請求書に

よりその返還を求めるものとする。 

 

 

    附 則   

  この実施要綱は、平成１５年４月 １日から施行する。 

 この実施要綱は、平成１６年４月 １日から施行する。 

 この実施要綱は、平成１８年４月 １日から施行する。 

  この実施要綱は、平成１９年４月２７日から施行する。 

  この実施要綱は、平成２３年４月 １日から施行する。 

 この実施要綱は、平成２８年４月 １日から施行する。 

 この実施要綱は、平成２９年４月 １日から施行する。 

 この実施要綱は、平成３１年４月 １日から施行する。 

 


